
 
 
 

                                令和７年１２月２日 
                                総 務 部  財 政 課 
 

令和７年度１２月補正予算（追加提案）概要 

 
 
 
 

○ 国の補正予算に対応し、エネルギー価格・物価高騰の影響を受けている生活者及び事業者に

対する支援に必要な経費について計上する。 
 
 
 
 
 

【一般会計】  １，１８７百万円（うち一般財源   ０百万円） 

 
 
 
 
 
                                       
                               （単位：百万円） 

区  分 予 算 額 
財  源  内  訳  

特 定 財 源 一 般 財 源 

当初予算 １，２６３，４５０  ３２６，８５６  ９３６，５９４  
現 計  １，２７９，７２５  ３３７，８２０  ９４１，９０５  
補 正 額 １，１８７  １，１８７  ０  

累 計 １，２８０，９１２  ３３９，００７  ９４１，９０５  

  ※ 「現計」は１２月補正予算当初提案額を含む。 
※ Ｒ７当初比 １７，４６２百万円増（１．３８％増） 

 
 
 
 
 
 

 
 【特定財源】 
  ○重点支援地方交付金                     １，１８７百万円 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

新潟県報道資料 

 本件についてのお問い合わせ先 
  財政課〔総括担当〕 若杉、本間 
  （内線）2181 （直通）025-280-5037 

１ 補正の考え方 

２ 補正予算額 

３ 予算現計 

４ 財源充当額 



 
 
 
 

    ○防災局                                                      

       （単位：千円） 

事 業 名 ＬＰガス料金高騰対策家庭向け支援事業（重点支援対応） 

予 算 額

(一般財源) 

現計    66,805 

            (0)  

補正額    172,400 

           (0)  

補正後額     239,205 

               (0)  

事業内容 エネルギー価格の高騰による生活者への影響を緩和するた 

め、国の総合経済対策において、直接的な料金負担軽減策が講

じられていないＬＰガスを利用する一般家庭等に対し、負担軽

減支援を行う。 
 
 
 
    ○福祉保健部                                                      

       （単位：千円） 

事 業 名 医療機関光熱費等高騰対策緊急支援事業（重点支援対応） 

予 算 額

(一般財源) 

現計   171,018 

            (0)  

補正額    171,018 

           (0)  

補正後額      342,036 

               (0)  

事業内容 光熱費等の高騰により大きな影響を受けている医療機関を対 

象に、経営の影響を踏まえながら、安定的な医療の提供に要す 

る経費を支援する。 
 
 
 
 （単位：千円） 

事 業 名 社会福祉施設光熱費等高騰対策緊急支援事業（重点支援対応） 

予 算 額

(一般財源) 

現計    78,469 

           (0)  

補正額     78,469 

           (0)  

補正後額      156,938 

               (0)  

事業内容  光熱費等の高騰により大きな影響を受けている社会福祉施設 

を対象に、経営の影響を踏まえながら、安定的な福祉サービス 

の提供に要する経費を支援する。 
 
 
 
                                                                 （単位：千円） 

事 業 名 灯油購入費助成事業（重点支援対応） 

予 算 額

(一般財源) 

現計         0 

           (0)  

補正額    557,600 

           (0)  

補正後額      557,600 

               (0)  

事業内容  物価高騰等の影響により生活に窮する方々を支援するため、

市町村が実施する灯油購入費助成に係る経費の一部を補助する。 

（補助率及び補助上限額） 

・補 助 率：1/2 

・補助上限額：各市町村の住民税非課税世帯数に応じて設定 
 
 
 
 
 
 
 

令和７年度12月補正予算（追加提案）における主な事業の概要 



    ○産業労働部                                                       
（単位：千円）  

事 業 名 ＬＰガス高騰対策緊急支援事業（重点支援対応） 

予 算 額

(一般財源) 

現計    20,996 

           (0)  

補正額    51,727 

           (0)  

補正後額      72,723 

                 (0)  

事業内容 

 

エネルギー価格の高騰による経営への影響を緩和するため、

国の総合経済対策において、直接的な料金負担軽減策が講じら 

れていないＬＰガスを利用する県内中小企業等に対する負担軽

減支援に必要な予算額を増額する。 
 
 
 
 （単位：千円） 

事 業 名 特別高圧電力利用事業者等支援事業（重点支援対応） 

予 算 額

(一般財源) 

現計   128,500 

            (0)  

補正額   155,815 

          (0)  

補正後額     284,315 

              (0)  

事業内容 

 

 エネルギー価格の高騰による経営への影響を緩和するため、

国の総合経済対策において、直接的な料金負担軽減策が講じら 

れていない特別高圧電力を利用する県内中小企業等に対する負

担軽減支援に必要な予算額を増額する。 

 
 
 
 

※ 繰越明許費（一般会計）                 629,429 
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